
の有効配分が可能に 活
内容説明 研修参加人数　なり、成果重視の行政運営を行うことができます。 動

・ＰＤＣＡサイクルに基づく行政運営を行うことについ 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

　て、職員の意識が高まります。 標 予　定 80 80 80指標値
2

実　績 74 74 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

・多様化する市民ニーズに応えるため、効率的、効果的 標 予　定指標値
　な行政経営を促進できるよう、行政評価の重要性に関 3

実　績 －－－　する庁内の認識をさらに高めていく必要があります。

・評価結果を効果的に各事業へ反映していく仕組み作り 名称 単位
　や、施策評価と事務事業評価の有機的な関連付けにつ 活

内容説明　いて継続的な検討を行っていく必要があります。 動

・評価に関する研修を継続して実施し、職員一人ひとり 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

　が事業内容をチェックする意識を高めていく必要があ 標 予　定指標値
　ります。 4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・健康都市やまと総合計画の新体系に基づく行政評価を行うにあたり、より効果的な事務事業の改善等につ

　ながるよう取り組みを進めます。

・状況に応じて、新任係長等を対象とした研修等を開催することで、評価に対する理解と意識を高め、評価
今後の方針等

　の精度と効果を向上させていきます。

・事務事業評価を実施することで改善改革が進められるよう周知に努めるほか、評価表は市民に分かりやす

　い内容となるよう作成し、８月中旬の公開を目指します。

平成３１年度　事務事業評価表
8912

一般会計

事務事業名 行政評価実施事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 総合政策課 総合政策係 丸山　太郎

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市が実施する施策及び事務事業 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 2,965 2,960 2,960

目　的 総事業費 2,965 2,960 2,960

市の取り組み全般について、市民への説明責任を果たす 2年度事業費（予算額）財源内訳
とともに、市民の視点に立った効率的で質の高い成果重 国支出金 0

視の行政経営を進めます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・総合計画の進行管理と関連付けた施策評価を実施しま その他 0

　す。 一般財源 0

・全組織が行う事務事業について、庶務事務などを除き 合　計 0

　事務事業評価を行います。 ３.活動内容
・評価内容は、ホームページ等で公表します。 名称 評価事務事業数 単位 事業
・職員に行政評価に関する研修を行います。 活

内容説明 庶務事務を除く全事務事業数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 920 935 905指標値
1

実　績 935 905 －－－成　果（効果･予測）

・市民に対する説明責任を果たすことができます。 名称 行政評価研修参加者数 単位 人
・施策、事務事業の選択や行政資源



動

・施策評価結果等を実施計画に反映することなどによっ 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

　て、施策のより効果的な推進につなげることができま 標 予　定 2 0 3指標値
　す。 2

実　績 0 0 －－－・また、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関連し

　た内容についても、総合計画審議会の意見を伺うこと 名称 単位
　で、登載する取組の効果的な推進を図ることができま 活

内容説明　す。 動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

・総合計画に掲げる将来都市像の実現に向け、ＰＤＣＡ 標 予　定指標値
　サイクルを十分に機能させる必要があります。 3

実　績 －－－・総合計画に掲げる施策の実現に向け、計画内容を市民

　や関係各所に広く周知する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・健康都市やまと総合計画開始年度の事業の進捗状況等を踏まえ、施策の進行管理を行います。

・健康都市やまと総合計画に掲げる基本目標の達成に向けて、適切に取組が進んでいることを確認していき

　ます。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
11844

一般会計

事務事業名 総合計画進行管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 総合政策課 総合政策係 丸山　太郎

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

健康都市やまと総合計画 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 2,090 1,886 500

人件費 17,791 8,510 8,510

目　的 総事業費 19,881 10,396 9,010

市政運営の指針となる総合計画の目指すまちづくりを推 2年度事業費（予算額）財源内訳
進します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・行政評価手法を活用し、総合計画の進行管理を行いま その他 0

　す。 一般財源 500

・総合計画審議会を開催し、専門的・多角的な見地か 合　計 500

　ら、意見聴取等を行います。 ３.活動内容

名称 総合計画審議会開催回数 単位 回
活

内容説明 総合計画の進捗状況などについて意見聴取を行います動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 5 5 5指標値
1

実　績 5 4 －－－成　果（効果･予測）

・総合計画に掲げる目標の実現に向け、施策の進捗状況 名称 評価部会開催回数 単位 回
　を確認、検証することで、効果的な市政運営を行うこ 活

内容説明 施策評価（二次評価）及び進行管理を行います　とができます。



を策定することで、基本計画を実現するための 名称 単位
手法が明確化されます。また、単年度ではなく、一定期 活

内容説明間内の事業の動向を把握することで、適切に行財政運営 動

を行うことができます。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

総合計画に掲げた目標を達成するために必要な事業を、 標 予　定指標値
限られた財源の中で実施していくためには、中期的な財 3

実　績 －－－政見通しを考慮しながら、事業の優先付けを行っていく

必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

・健康都市やまと総合計画前期基本計画を推進していくため、令和５年度までの実施計画を策定していきま

　す。

今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
16833

一般会計

事務事業名 実施計画策定・進行管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 総合政策課 総合政策係 丸山　太郎

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

すべての事務事業 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 6,672 8,140 8,140

目　的 総事業費 6,672 8,140 8,140

健康都市やまと総合計画前期基本計画に定めためざす成 2年度事業費（予算額）財源内訳
果等を実現するための方針（実施計画）を策定し、総合 国支出金 0

計画の進行管理を行います。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・庁内調整を通じて実施計画を策定します。策定した実 その他 0

　施計画については、社会状況の変化に柔軟に対応する 一般財源 0

　ため、毎年見直し（ローリング）を行います。 合　計 0

・見直しに際しては、中期財政見通しとの整合性を図り ３.活動内容
　ながら事業を調整し、計画的・効果的に事業を実施す 名称 実施計画事業総数 単位 事業
　ることで、基本計画を具現化していきます。 活

内容説明 計画内において管理する実施計画事業の数（４月現在）動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 930 892 855指標値
1

実　績 892 855 －－－成　果（効果･予測）

実施計画



催回数運営を遂行することができます。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 8 8 8指標値
2

実　績 9 5 －－－

名称 調整会議開催回数 単位 回
活

内容説明 庁議として位置づけられる調整会議の開催回数動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

施策等に関する資料の収集、調整のため、各部との連絡 標 予　定 8 8 8指標値
調整を密に行う必要があります。 3

実　績 9 5 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

・効率的な会議運営に向けて各部との連絡調整を密に行い、施策に関する事前の資料調整やスケジュール　

　管理を行います。

・経営会議で審議した内容は、公開可能となった段階でホームページに公開していきます。
今後の方針等

平成３１年度　事務事業評価表
16835

一般会計

事務事業名 庁議運営調整事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 総合政策課 総合政策係 丸山　太郎

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

庁議関係者、庁議案件 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 7,784 7,770 7,770

目　的 総事業費 7,784 7,770 7,770

市政を円滑かつ能率的に遂行するための機関である庁議 2年度事業費（予算額）財源内訳
に関し、協議内容の充実を図るなど効率的・効果的な運 国支出金 0

営に努め、市政の発展につなげます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

経営会議等に向けて各部から提出される案件について、 その他 0

内容の調整や精査を行います。庁議開催前においては、 一般財源 0

出席者へ資料を配布し、会議が円滑に進行するよう補佐 合　計 0

します。 ３.活動内容

名称 経営会議提出件数 単位 件
活

内容説明 経営会議に提出される件数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 30 20 20指標値
1

実　績 19 11 －－－成　果（効果･予測）

市政運営全体に関わる新たな施策、政策等について、庁 名称 経営会議開催回数 単位 回
議で協議することにより、円滑に、かつ、効率的に市政 活

内容説明 庁議として位置づけられる経営会議の開



推進に関する市民による会議の開催回数・健康都市関連施策について、行政内部における部門横 動

　断的な取り組みが進みます。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 1 2 －－－

名称 大和市健康都市シンボルマーク利用の申請・届出件数 単位 件
活

内容説明 健康都市シンボルマークの利用の際に必要な申請・届出の件数動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

健康都市関連施策を効果的に推進するため、庁内関係各 標 予　定 30 30 30指標値
課と先進事例の情報共有を図るとともに、多部門間で連 3

実　績 19 26 －－－携した取り組みを今後も推進していく必要があります。

名称 健康都市連合関係イベント・会議への参加回数 単位 回
活

内容説明 健康都市連合、同連合日本支部の総会・大会等への参加回数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 2 1 1指標値
4

実　績 1 1 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

・健康都市連合や国・県の取り組みと連携しながら、本市の健康都市施策を推進します。

・健康都市に関するイベントの充実を図り、市民に健康づくりへの意識啓発を行います。

・健康都市を目指した施策を全庁的に進めるとともに、健康づくりに取り組む市民との連携を図り、健康都
今後の方針等

　市の推進に努めます。

平成３１年度　事務事業評価表
18631

一般会計

事務事業名 健康都市推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 政策総務課 健康都市推進係 近岡　壮人

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、市議会、行政 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 1,192 1,219 1,706

人件費 16,309 16,280 16,280

目　的 総事業費 17,501 17,499 17,986

健康都市の考え方について広く啓発を行うとともに、健 2年度事業費（予算額）財源内訳
康都市関連施策の推進を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・健康都市について、普及啓発を行います。 その他 0

・健康都市推進に向けて関係部署と調整を図ります。 一般財源 1,706

・健康都市連合および同連合日本支部会員との交流を 合　計 1,706

　図ります。 ３.活動内容

名称 健康都市推進庁内検討会議開催回数 単位 回
活

内容説明 健康都市推進のための庁内調整を行う会議の開催回数動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 1 2 －－－成　果（効果･予測）

・健康についての市民の意識が向上し、健康づくりに取 名称 健康都市推進市民会議開催回数 単位 回
　り組む市民が増加します。 活

内容説明 健康都市



持していくことにつながります。 動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、国及び都道 標 予　定指標値
府県の総合戦略を勘案することとされているため、本市 3

実　績 －－－においても、国が長期ビジョンで示した将来展望の合計

特殊出生率に準拠した数値となっています。このため、 名称 単位
その将来展望の達成に向けては、本市の施策はもちろん 活

内容説明のこと、国が全国レベルで少子化対策をはじめとする取 動

り組みを進めることが必要であると考えられます。 指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 31年度 Ⅰ：現状のまま継続

・（第１期）「健康都市 やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和元年度末で期間満了を迎えたこ

　とを受け、計画の総括を行います。

・地方創生推進交付金を得て実施している事業については、総合計画審議会へ実施結果等を報告することな
今後の方針等

　どにより、評価を行います。

平成３１年度　事務事業評価表
40941

一般会計

事務事業名 まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 総合政策課 総合政策係 丸山　太郎

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・分かりやすい行政経営

総合計画体系 個別目標 目標設定による行政経営

めざす成果

まち・ひと・しごと創生法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成28年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

まち・ひと・しごと創生総合戦略 30年度（決算額） 31年度（決算額） 2年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 741 3,700 1,480

目　的 総事業費 741 3,700 1,480

まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行状況を確認し、 2年度事業費（予算額）財源内訳
目標の実現を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げた重要業績評価 その他 0

指標（ＫＰＩ）等を基に進行管理を行います。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 進行管理を行う回数 単位 回
活

内容説明 重要業績評価指標（ＫＰＩ）等の進行状況の確認を行います動

指 30年度 31年度 (当該年度) 2年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

少子化対策をはじめとする取り組みを展開することで、 名称 総合計画審議会での評価事業数 単位 事業
将来的な人口減少のペースを緩やかにしつつ、活力ある 活

内容説明 地方創生関連交付金を得て実施している事業の評価を行いますまちを維


